
2-1

H27 H28 H29 H30 H31

1 １施設

2 １施設

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,679 千円）

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
□中間
■事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙２　　　　　　　事務事業評価（事後評価）シート　【平成30年度】

主管課名（担当名） 消防本部総務課

事務事業名 消防庁舎整備事業 事業番号 12473

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

対象者の今後の予想

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 消防・救急体制の充実

施策目標 安全・安心に暮らせる都市基盤の充実したまち

目標値
（H32）

目標値
（H37）

女性用施設の増築

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

　消防吏員採用に伴い、女性専用の仮眠室、トイレ、浴室等の施設を整備することで、女性が活躍で
きる環境を整えるとともに、老朽化した本庁舎の外壁改修及び屋上防水を行い、良好な状態に維持
管理する。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

　女性消防吏員が働く環境を充実させることができる。
　大雨や大雪時の雨漏り及び震災時の外壁崩落を防止して、既存庁舎の延命化を図る。

３　事務事業の現状

備品整備及び消防庁舎の屋上防水・
外壁修繕

事業費　（＝下記内訳計）

H30予算 H30決算

活動指標名
計画値
（H27）

実績値

H31予算

59,462 62,540

国道支出金

地方債

614 614

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 60,076 63,154

一般財源 2,762 3,140

人員（人工） 0.08 0.08

内

訳

28,500 33,000

その他 28,200 26,400

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値）

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など

今後の動向・市民ニーズなど
女性職員専用施設が完成したことで、女性が安心して働ける環境が整い、女性職員採用の促進が
期待できる。また、子供や高齢者など多様な市民への対応力が向上し、市民サービスの向上が図ら
れる。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

現在のところ見直しを行う必要はないが、今後新庁舎及び既存庁舎の老朽化を防ぐためにも、継続
的かつ計画的に維持管理して行く必要がある。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

現在のところはないが、計画的な維持管理を実施していくことで今後のコスト削減に努めたい。

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

女性消防吏員が働く環境を充実させることができる。
大雨や大雪時の雨漏り及び震災時の外壁崩落を防止して、既存庁舎の延命に期待できる。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

市が消防責任を有するため、民間等での実施は不可能である。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
■完了

作成年月日 令和元年6月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

消防庁舎の新設及び補修整備のため、他の事業との統合は考えにくい。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

消防庁舎の整備のため、受益者負担はない。



2-1

H27 H28 H29 H30 H31

1 1設備

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,679 千円）

別紙２　　　　　　　事務事業評価（事後評価）シート　【平成30年度】

主管課名（担当名） 消防本部総務課総務担当

事務事業名 消防救急デジタル無線設備機器更新事業 事業番号 12712

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
□中間
■事後

事務区分
■自治
□法定受託

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

　消防・救急活動に必要不可欠な消防救急デジタル無線設備機器を更新することにより、消防救急
活動に係る情報伝達の向上を図り、市民の安心安全を確保する。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

　市民が安心・安全に生活ができる環境を作るため、消防救急デジタル無線設備を計画的に更新
し、安定した無線運用を行うことにより、複雑多様化する災害に対応する体制を強化する。

３　事務事業の現状

活動指標名

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 消防・救急体制の充実

施策目標 市民と行政が一体となった、消防・救急体制が確立したまち

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

対象者の今後の予想

事業費　（＝下記内訳計）

H30予算 H30決算

目標値
（H32）

目標値
（H37）

更新設備数

614

0.08

計画値
（H27）

実績値

H31予算

11,188 10,908

内

訳 その他

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 11,802 11,522

一般財源 11,188 10,908

人員（人工） 0.08

国道支出金

地方債

614

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 11,802 11,522

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　無線機器は常時継続稼動していることから、経年劣化による故障が発生すると消防・救急活動に
重大な支障をきたすおそれがあるため、計画的な更新が必要である。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

既設の消防救急デジタル無線機器更新事業のため、限られた機器を選定する必要があるため。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など 災害活動の充実・強化を図るため、消防救急デジタル無線機器の更新は必要である。

今後の動向・市民ニーズなど 市民の安心・安全を確保するためにも、本事業は不可欠である。

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

本事業を実施することで、災害対応が的確に行えることへの信頼感が大きい。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

市が消防責任を有するため、民間等での実施は不可能である。

受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

消防デジタル無線機器の更新であるため、受益者負担はない。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
■完了

作成年月日 令和元年6月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

既設の消防救急デジタル無線機器の部分更新であるため、他の事業との統合は存在しない。

カ．


